
令和６年度中小事業者向け脱炭素スクール業務委託 

企画提案競技実施要領 

 

１ 取組の趣旨 

青森県における温室効果ガス排出量のうち９割は二酸化炭素が占めており、そのう

ち約半分は「産業部門」及び「業務その他部門」に含まれる事業者の活動に由来する

ものとなっている。 

しかし、多くの県内中小事業者にとって、脱炭素経営に向けた取組は、実施のため

の専門的な知識、人材及び資金の不足等の理由から、優先度が低い状態にあると考え

られる。 

このため、県内中小事業者における温室効果ガスの排出量測定から脱炭素化計画の

策定までを一気通貫で伴走支援する「脱炭素スクール」を開催し、県内中小事業者が

主体的に削減計画を策定し、取組を進めることができるよう支援を行うものである。 

 

２ 業務の名称 

  令和６年度中小事業者向け脱炭素スクール業務委託 

 

３ 業務の内容 

  別紙「令和６年度中小事業者向け脱炭素スクール業務委託仕様書」を参照のこと。 

 

４ 費用（予定） 

  ２，０８４千円（消費税及び地方消費税を含む） 

  実際の契約金額は、委託先選考後に見積書を徴取して決定する。 

 

５ 企画提案の実施方法 

（１）方式 

   公募型企画提案方式 

（２）企画提案数 

   １者１案とする。 

（３）業務の内容等に関する質問 

   令和６年９月２４日（火）１７時まで、ファクシミリ又は電子メールにて受け付け

る（様式任意）。なお、電話での質問は受け付けない。 

   質問があった場合は、令和６年９月２７日（金）１７時までに、その内容と回答を

県ホームページに掲載する。 

   Ｅ－ｍａｉｌ：kankyo@pref.aomori.lg.jp 

（４）選定の方法 

   書面により提案された企画を厳密に審査した上で選定する。 

 

 



（５）スケジュール 

  令和６年 ９月２４日（火）１７時 業務の内容等に関する質問 受付締切 

      １０月 ３日（木）１２時 企画提案書及び見積書の提出期限 

      １０月 ８日（火）    審査結果通知 

 

６ 企画提案書及び見積書の提出 

（１）書類形式 Ａ４判 

（２）提出部数 ７部 

（３）提案内容 

  ア 業務全体の企画要旨 

  イ 業務実施体制 

  ウ 作業スケジュール 

  エ 見積書（積算内訳を記載） 

  オ 本事業における事業効果をより高める工夫の提案 

  カ 脱炭素スクールのカリキュラム案 

  キ 本業務の成果を県内中小事業者に広く波及させる取組の提案 

 

（４）提出期限 令和６年１０月３日（木）１２時まで 

（５）提出場所 青森県環境エネルギ－部 環境政策課 地球温暖化対策グループ 

（６）提出方法 持参又は郵送とする。 

（７）提出された企画提案書の取り扱い 

  ア 提出された企画提案書は返却しない。 

  イ 企画提案書の作成及び提出等に要する経費は、すべて提案者の負担とする。 

  ウ 採用された企画案を原案とするが、協議の上、一部を変更することができるもの

とする。 

 

７ 企画提案の審査 

  書面審査による。 

  ※なお、審査は「令和６年度中小事業者向け脱炭素スクール業務委託仕様書（案）」の

業務内容において、 

①受講者の募集において、地域金融機関や商工団体との連携など、受講者数の目標

を達成するための工夫がなされているか。 

②受講者が確実に脱炭素化計画の策定や具体的な取組を実施できるできるカリキュ

ラムとなっているか。 

③本業務の成果を全県的に広く普及させるための工夫が提案させれているか。 

 

その他により評価する。 

 

 



８ 審査基準 

  審査基準は以下のとおりとする。 

（１）業務の企画趣旨 

業務全体の企画趣旨が適切なものとなっているか。 

（２）業務の実施体制 

事業の実施体制が無理なく確保されているか。経費見積が適正で、作業スケジュー

ルから業務の円滑な執行が期待できるか。 

（３）受講者の募集 

①受講者数（４社程度）が実施目標又はそれ以上の達成が見込めるか。 

②地域金融機関や商工団体との連携など、受講者数の目標を達成するための工夫がな

されているか。 

（４）脱炭素スクールのカリキュラム案 

 受講者が確実に脱炭素化計画の策定や具体的な取組を実施できるできるカリキュラ

ムとなっているか。 

（５）本業務の成果を県内中小事業者に広く波及させる取組の提案 

 次年度以降、本業務の成果を県内中小事業者に広く波及させるための工夫が提案さ

せれているか。 

 

９ 選定結果の通知 

  令和６年１０月８日（火）までに、各提案者に対し採択の可否を通知する。 

  ただし、次のいずれかに該当する場合は失格とし、選考の対象としない。 

（１）本実施要領及び仕様書（案）に示された条件に適合していないもの 

（２）企画提案書に記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの 

（３）虚偽の内容が記載されているもの 

（４）その他不正な手段により企画提案されたもの 

 


